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平成22年度森林・林業白書に関する新聞等の報道

１ 社説等論調

○日本農業新聞（5月2日）

林業白書 木の文化の再生目指せ

東日本大震災の真っただ中、今年の森林・林業白書が閣議決定された。特集テーマは「木材の需

要拡大」だ。戦後植林された人工林が成熟し、利用可能な国産材資源がいよいよ増えてくる。その

供給に対して、新規需要をいかに作り出すかが課題だ。白書は、公共建築物の木造化、木質バイオ

マスのエネルギー利用、木材輸出など新たな「木の文化」の創出が解決の鍵を握るという。大震災

の復興も視野に入れて、木が持つ多くの特性をあらためて見直すときに来ている。

戦後、天然林伐採の跡地や原野に針葉樹が次々に植林された。戦後復興と高度経済成長による木
材需要が高まり、木材価格が高騰したためだ。現在、その人工林の面積は１１００万ヘクタールに
及ぶ。これらの森林の多くが造成期を過ぎ、いよいよ利用期に入った。２００６年には、５０年生
以上の人工林が３５％に上り、１０年後には６０％になろうとしている。ところが今、国産材の需
要は低く、このまま施業もされず放置されれば、森林崩壊の可能性も出てくる。

その需要の低迷には多くの要因が絡んでいる。過年度の白書が指摘するように、多数の小規模林
業経営者の存在、小規模製材所、多段階の流通経路などわが国特有の林業構造がある。

そこで国は、こうした問題の解決のために０９年、今後の指針「森林・林業再生プラン」を策定、
１０年後には木材自給率５０％以上を掲げた。このプランの具体化のため１０年に「森林・林業再
生に向けた改革の姿」をまとめた。さらに４月には森林法を改正し、実現に向けて制度面からも整
備した。まさに今年度は「森林・林業再生元年」である。

こうした川上（供給）の戦略がまとまったことで、今後は川下（需要）対策が課題になってきた。
今年の白書はこの点に焦点を当てた。

わが国の住宅は、洋風化し、むくの木が見える日本間が少なくなった。施工法も工場でプレカッ
トし、現場で組み立てる方法が主流だ。これに対して、もともとわが国は「木の文化」をはぐくん
できた長い歴史がある。神社仏閣はじめ、軸組み工法による住宅、家具や建具など高度な技術の集
積がある。これをもう一度見直そうというわけだ。

それには、公共建築物の木造化だ。多くの人が集まり、木の持つ特性を知ってもらえる。昨年か
らその促進のための法律も施行された。

さらに、施業の集約化で森林の路網が整備されれば、大量の間伐材の搬出も可能だ。こうしたバ
イオマスは再生可能エネルギーとして燃料や発電にも大いに利用可能だ。

東日本大震災はまさに、こうした新たな「木の文化」の論議の高まりの中で起きた。多くの津波
被災地の後背には豊かな森林が控える。今こそ、木の持つ特性を十分に引き出した地域づくりを目
指すべきだ。
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２ 一般紙等

（全国紙）

○毎日新聞（４月27日）

○時事通信（４月27日）

（地方紙）

○北海道新聞（４月２６日夕刊）

木材需要の拡大図る 林業白書を閣議決定

政府は26日、2010年度の森林・林業白書を閣議決定した。林業の再生に向け、公共建築物の木造化や、

木質バイオマス燃料のエネルギー利用、成長著しい中国や韓国に対する住宅向けの木材製品輸出で、木

材需要の拡大を図るとしている。これに向けた課題としては、低コストでの安定供給や、マーケティ

ング強化などを挙げた。

国内の木材市場では、ロシアなどからの輸入が減る一方、02年以降は国内で戦後造成された人工
の森林が伐採期を迎え、国産材供給が再び増加。林野庁は、11年度を森林・林業の「再生元年」と
位置づけ、木材搬出の作業道整備や、森林組合など担い手の大規模化を推進し、09年で27.8％の木
材自給率を20年に50％以上とする目標を掲げている。
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○中部経済新聞（４月２７日）

○熊本日日新聞（４月２７日）

○サーチナ（４月26日WEB）

生物多様性世界目標など紹介 森林・林業白書

平成22年度森林・林業白書が閣議決定された。22年度白書は森林・林業の再生に向けた新たな取

り組みの紹介をはじめ、東日本大震災に伴い森林・林業・木材産業が大きな被害を受けたこと、公

共建築物などにおいての木材利用の促進に関する法律が成立したこと、生物多様性に関する新たな

世界目標やルールが採択されたことなどをトピックスとしてとりあげている。

特に、生物多様性に関する新たな世界目標では（1）2020年までに森林を含む自然生息地の損失速
度を少なくとも半減する（2）生物多様性の保全を確保するよう農林水産業が行われる地域を持続的
に管理する（3）劣化した生態系の15％の回復などにより気候変動の緩和・適応と砂漠化対処に貢献
するなどを紹介。

また、木材需要を促進する一環として、国が整備する低層公共物は原則、全て木造化を図るなど
の目標を定めた「公共建築物における木材利用の促進に関する法律」が昨年10月施行され、取り組
みが始まっていることなどが紹介されている。

白書は「我が国は古来より木材を適材適所で多用する木の文化の国。木材需要の拡大の取り組み
により新たな木の文化の創出を期待したい」としている。
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○EICネット（４月27日WEB）

○オルタナ（５月6日WEB）

22年度森林・林業白書 「「東日本大震災」で森林・林業・木材産業に甚大な被害」を
特集

林野庁は、平成23年4月26日 「平成22年度森林・林業白書」が国会提出案件として閣議決定され

たと発表。

森林・林業白書は13年に林業基本法が森林・林業基本法と改められたことを受け、13年度から従
来の林業白書に代わって刊行されているもの。

22年度の白書は冒頭の「トピックス」欄で、[1]森林・林業の再生に向けた新たな取組、[2]「東
日本大震災」で森林・林業・木材産業に甚大な被害、[3]「公共建築物等における木材の利用の促進
に関する法律」の成立、[4]生物多様性に関する新たな世界目標・ルールの採択、[5]2011国際森林
年、[6]林業・木材産業関係者が天皇杯等を受賞－－の6項目を森林・林業分野での新たな動きとし
て紹介している。

また本文は「1 木材需要の拡大－新たな「木の文化」を目指して－」、「2 地球温暖化と森林」、「3
多様で健全な森林の整備・保全」、「4 林業・山村の活性化」、「5 林産物需給と木材産業」「6 「国

民の森林」としての国有林野の取組」の6章構成となっており、このうち「1 木材需要の拡大－新た
な「木の文化」を目指して－」では、公共建築物の木造化、木質バイオマスのエネルギー利用、木
材輸出を中心に、木材の需要拡大に向けた取組の現状と課題を紹介している。

公共建築物での木材利用促進を紹介 森林・林業白書

政府はこのほど「平成２２年度（２００９年度）森林・林業白書」を発表した。４月２６日の閣
議決定を経たもので、公共建築物での木材利用の促進に関する法律が成立したこと、生物多様性に
関する新たな世界目標やルールが採択されたことなどを取り上げた。

東日本大震災で、地滑りなどによって東北の森林に損害が出たことも指摘されているが、発生直
後であるために具体的な被害の全貌には言及されていない。

白書では木材需要を促進する一環として、国が整備する低層公共物は原則、すべて木造化を図る
などの目標を定めた「公共建築物における木材利用の促進に関する法律」が昨年１０月施行され、
取り組みが始まっていることが紹介されている。

また２０１０年のＣＯＰ１０で決まった「２０２０年までに森林を含む自然生息地の損失速度を
少なくとも半減する」などの国際目標を示し、日本政府もそれに対応した森林保護政策を行うこと
を表明した。
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３ 業界紙

○日本農業新聞（４月26日）
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○林経新聞（４月28日）
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○農経しんぽう（５月２日）
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○農村ニュース（５月２日）
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○農業協同組合新聞（５月６日）

今年度を「森林・林業再生元年」に 森林・林業白書

４月に閣議決定した22年度森林・林業白書では、木材需要拡大に向けて「新たな木の文化」をめざ
す必要性などを指摘、「23年度を森林・林業再生に向けた元年とすることを報告している。

◆面的な取り組みで再生はかる
現在の木材自給率は27.8％。これを10年後に50％とする「森林・林業再生プラン」を政府は昨年６

月に閣議決定した新成長戦略に位置づけた。

農水省はこれを受けて、面的なまとまりを持って森林を整備するよう間伐などの施業の集約化と低
コストの路網整備を支援する「森林管理・環境保全直接支払い制度」を導入するなど、再生プランの
具体化を進めている。

白書ではこうした取り組みが本格的に実施される23年度を「森林・林業の再生元年」であると強調
した。

ただ、木材の需要は平成８年以降減少し、一人あたりの木材需要量は21年には、ピーク時の昭和48
年の半分の0.5立方メートルまで落ち込んでいる。人口減少社会になって住宅着工件数や紙、板などの
需要が大幅に増加することは見込めない。

こうしたなかでも、木材の利用は快適な住環境づくりや、地域経済の活性化、さらには地球温暖化
防止に貢献することを白書は強調、直接支払い制度で山元を支援すると同時に、木材の需要拡大をは
かることが不可欠だと指摘した。

◆新たな需要拡大を
その需要拡大策として、今回の白書で取り上げた新たな動きが▽公共建築物の木造化と▽木質バイ

オマスのエネルギー利用だ。

公共建築物については、昭和25年に衆議院で「都市建築の不燃化の促進に関する決議」が採択され、
官公庁などの建物は不燃構造とすることが盛り込まれた。戦後は火災によって都市建築に大きな被害
が出ていたためだ。このため現在、建築物全体の木造率は36.1％だが、公共建築物は7.5％にとどまる。

これを大きく見直したのが昨年５月に国会で成立し10月から施行されている「公共建築物等におけ
る木材の利用の促進に関する法律」。今後は、可能な限り木造化・木質化をはかる方向に転換した。白
書では課題として▽低層の公共建築物をターゲットとした木造化、▽すべての建築物の内装の木質化、
▽規模・構造の工夫によるコスト削減、▽発注者や設計者への普及啓発と技術者の育成などを挙げて
いる。

木質バイオマスのエネルギー利用では、石炭火力発電所でも混合利用が進んでいる。昨年末で全国1
6の石炭火力発電所が混合利用を実施、または計画しているという。

また、経済産業省では再生可能エネルギーの全量買取制度を検討している。

白書では今後の課題として▽未利用間伐材の低コスト供給、▽チップボイラーなど燃焼機器導入の
初期費用の引き下げ、▽安定的なペレット供給体制の整備などを挙げている。

需要拡大のための木材輸出促進の取り組みなども報告したほか、山村の活性化に向けた都市との交
流や、森林資源を活用した新たなビジネスの創出による就業確保と定住促進について報告している。
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○林材新聞（５月10日）
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○日刊木材新聞（５月13日）




